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の記者が理科系であったことや面識があったことなどを理由に、噴火予知の情
報を提供した」「記者は日常的に観測陣との間に信頼関係を築いておく事が重要
である」と話されていた。行政機関にも同じことが言え、信頼関係があれば、
事前に噴火に関する情報をもらえていたのではないかと考えている。 

 

＜噴火直後＞ 

・1990 年 11 月 17 日、噴火が始まったが、まずは、登山道を入山禁止にしたり、
有料道路を通行禁止にするなどの措置がとられた。 

・この噴火の後、島原市は 200 年前に発生した眉山崩壊を警戒して、総人口 4 万
6 千人のうちの 2 万 6 千人を避難させるという計画を作成した。ただ、この計
画は、12 月に入って噴火活動が小康状態になり、市民に不安を与えるとして公
表しなかった。 

・その後、噴火は小康状態に入ったが、翌年の 1991 年 2 月 13 日に、屏風岩火口
から再噴火し、大量の火山灰を赤松谷方向に降らした。このことがあって、計
画を縮小した形で、眉山崩壊に備えた避難計画の雛形を作成した。この頃は、
眉山崩壊の対策に追われていた。 

 

＜土石流への対応および住民避難＞ 

・5月 15 日、最初の土石流が発生した時の課
題としては、ワイヤーセンサーで土石流の
発生が確認できることは判明したが、住民
に避難を伝える手段が、当時、市には防災
行政無線がなかったため、広報車や消防車
のみではどうにもならない、時間がかかり
すぎること。また、土石流の影響は、上流
だけでなく、下流域も含まれるということ
を認識した。 

・これらの課題から、当面の対応として、雨
量 20～30 ㎜でも避難勧告を発令すること、川に溜まった土砂はすぐに除去して
いこうということ、また、休日や夜間の体制を強化しなければならないこと、
避難体制も強化するということを、県、島原市、深江町の合同会議で協議をし、
その結果、島原市では、夜間・休日を含め 24 時間体制で警戒にあたることや、
避難勧告区域の見直し、サイレンの設置などを決めた。サイレンについては、
当面設置されるまでは、人海戦術で対応に当たるということにした。 

 

＜火砕流への対応＞ 

・1991 年 5 月 26 日に、大きな火砕流が発生
した。この時、砂防ダムで土砂の除去を担
当していた作業員が火砕流に巻き込まれ
たが、火傷を負う程度であった。このこと
から、火砕流に遭っても、濡れタオルを用
意しておけば大丈夫だと、そのくらいの認
識しかなかった。 

・九州大学観測所長の太田先生からは、火砕
流は危険なんだという警告が発せられて
いたが、実際、現場にいる者は、危険性に
ついての認識は少なかった。 
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・そして、6 月 3 日に火砕流が発生し報道陣
や消防団など 43 名が亡くなった。 

・死傷者が次々と救急車などで運ばれてくる
という状況の中で、数日前から島原市災害
対策本部と県の出先本部に詰めてきていた
自衛隊の連絡幹部が、大村の第 16 普通科連
隊に報告を行っていた。そこで、大村の連
隊長から島原市長と連絡をとりたいとの指
示があり、市長から連隊長に「けが人が多
く、助けて欲しい」との連絡を入れ、連隊
長からは大至急出動するということ、県知事を通じて要請手続きを進めるよう
にとの指示があった。混乱した中で、どうにか自衛隊の出動が行われた。 

 

＜大規模被害後の対応＞ 

・多くの死傷者が発生していた状況の中で、警戒区域の設定について、県知事や
警察署長から市長に対して要望があった。 

・市長は、市民の生活上の問題や経済的な問題をどうするんだ、ということで当
初は強く拒んでいた。その後、県知事の
強い説得や「住民の損失は国と県が協力
して支援する」との約束を受け、6 月 7
日に住宅密集地としては全国初の警戒
区域の設定を実施した。国道 57 号線か
ら上を全て設定した。 

・6 月 8 日に、3 日発生した火砕流よりさ
らに大規模な火砕流が発生し、国道 57
号線あたりまで来たが、まさにぎりぎり
のところで、大きな災害を免れた。もし
警戒区域にしていなければ、もっと多く
の犠牲者を出していただろう。 

 

■噴火災害時の教訓 

＜噴火災害に対する危機管理＞ 

・198 年前の眉山崩壊の大災害にとらわれすぎていた。普賢岳が噴火したにもか
かわらず、行政や住民の関心は眉山に向けられていた。 

・噴火のタイプが異なると、それに伴う災害の形態も異なり、防災の対応も当然
異なってくる。特に、富士山は、溶岩流、山体崩壊、火砕流などいろいろな現
象がある。噴火の形態によって、防災対策も違ってくる。一つの現象にとらわ
れないで、いろいろな現象に対応できる計画やマニュアルが必要である。 

 

＜住民の避難や警戒区域の設定＞ 

・雲仙普賢岳の噴火では、島原市長と深江町長が責任者となるが、200 年も静か
であった市や町で、予期しなかった噴火災害に対して様々な意思決定を迫られ
るのは大変なことであった。 

・住民の避難や警戒区域の設定解除等を決定するためには、火山噴火や危機管理
の専門家の関与は不可欠であり、消防庁などに専門家を登録してアドバイザー
として派遣するなどの地元行政に対する支援のシステムづくりが必要である。
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＜ホームドクターの必要性＞ 

・雲仙岳の場合は、九州大学の火山観測所があり、ホームドクターといわれる火
山専門家が存在するが、火山噴火に対しては素人集団である市町村の災害対策
本部や地域住民に対して、力強い味方として、山をよく知ったホームドクター
の存在が必要である。ホームドクターに説明してもらうと住民も安心し、落ち
着くものである。 

・危機管理がうまく機能するためには、科学者、行政、住民とマスメディアの四
極構造が、火山活動と災害に対して共通の認識と言葉を持つことが重要で、そ
のためには、日ごろから顔の見える綿密な関係を保つことが非常に重要である。

 

＜長期の避難所はどうあるべきか＞ 

・雲仙普賢岳噴火災害の際の避難所では、町内会単位（地縁関係を重視した単位）
の避難を原則とした。災害の種類や規模にもよるが、雲仙普賢岳の噴火災害で
は、日頃の付き合いやコミュニティを重視したかたちで行った。地縁重視の避
難所運営は効果的であった。「隣保」という考え方が、今後特に高齢社会になる
に従い、ますます重要になる。 

・火山噴火時における避難は、どうしても長期化する傾向にある。避難生活は体
力的にも精神的にも厳しいものがある。最初のうちは、避難者の健康面が心配
される。長くなると精神的な面が重要になる。 

 

＜職員の健康管理＞ 

・ 通常業務のほかに災害業務が加わり、職員は肉体的・精神的にも限界の状態と
なるため、被災自治体の職員の労働負担の軽減をいかに図るかも必要な対策で
ある。 

 

【質疑応答】 

・眉山崩壊を想定した住民の避難訓練時を振り返ってみて、訓練の内容を工夫し

ておけば良かった点は？ 

→この頃は自主防災等も無く、行政主導で訓練を行った。自主防災会等を立ち上

げて住民主体で訓練を行っていれば、もう少し効率的な避難対応が出来たので

はないか。 

・火砕流の恐ろしさについてどのように啓発を行ったのか。 

→6 月 3 日に多くの犠牲者を出したことで、住民は火砕流の恐ろしさについては

じめて知った。大きな被害が起こってからでないと、その恐ろしさが分からな

いということは、啓発上大きな課題である。 

・市と災害時要援護者施設の連携体制など、災害の教訓を踏まえて取り組まれて

いることは？ 

→島原市も十数年たち意識が低下してきており、取組みは遅れている。しかし、

重要な課題であるため、事前に対策を講じておくべきである。 




